
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用の状況

　令和２年度の新規採用者は11人で、職種別の内訳は下記のとおりです。

(2) 職員の退職の状況

　職員の定年等に関する条例により定年年齢は60歳とし、定年に達した日以後における最初

の３月31日に退職することとしています。令和２年度における退職者数は、定年による退職

と定年前の自己都合等による退職を合わせて10人です。定年退職と定年前退職の内訳は下記

のとおりです。

(3) 職員の再任用の状況

　令和２年度における再任用者は２人で、新規再任用者と任期更新者の内訳は下記のとお

りです。

(4)　職員数の状況

　令和２年及び令和３年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と令和３年度の職員

数の主な増減理由、年齢別職員構成の状況は下記のとおりです。

　ア 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人
人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人
人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は教育長を除く一般職に属する職員数で、休職者や派遣職員を含み、会計年度任用職員
　　　　及び非常勤職員は除いている。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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　イ 年齢別職員構成の状況（３年４月１日現在）

　

　　ウ　職員数の推移 （単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２　職員の給与の状況

　令和２年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。

(１)　総括

　ア　 人件費の状況（普通会計決算）
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　 　イ　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、3年4月1日現在の人数である。

　ウ　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構

　　　　成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100とし

　　　　て計算した指数

　　　２　本町は、地域手当支給対象団体ではなく支給実績もない。

　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　エ　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

　実施内容（平均引下げ率【2.17％】、実施時期【平成27年４月１日】、経過措置の有無等具体的な内容【経過措置

　　　　　　有、国に準拠】）

②その他の見直し内容

5,696

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

5,619

（参考）類似
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当たり給与費期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

千円
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1,067,626124,117
２年度

　　　　　千円

職員数
区分

給　 料Ａ 職員手当

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割
合の見直し等に取り組むとされている。

・管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年４月１日）
・単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成28年４月１日）
・扶養手当について、国と同様に見直しを実施（平成29年４月１日）
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(２)　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　 　ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（３年４月１日現在）

　　　　  (ア)　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　 （イ)　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

　　　　(ウ)　教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの全て

　　　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等を除い

　　　　たもの）で算出している。

　イ　職員の初任給の状況（３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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―
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　ウ　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（３年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(３)　一般行政職の級別職員数等の状況

　ア　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（３年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　松前町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

232,657

係長

３級

196,477

中　学　卒 ―

２級

248,838146,830

305,721

351,750

―

４級

43 人
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― ―
一般行政職
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経験年数10年

大　学　卒

区　　　　分
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主事
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構成比

13.9 %
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区分

5 人
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9.9 %６級

７級

15 人

3.3 %

386,121

22 人

8.6 %

主事

353,710

標準的な職務内容

372,292

―

職員数

経験年数25年

―

21 人

28.5 %

32 人

―

経験年数20年 経験年数30年

382,679

１級

５級

技能労務職

課長

課長補佐

13.9% 12% 10.6%

8.6% 10% 10.6%

28.5% 27.3% 29.1%

21.2% 23.3% 24.1%

14.6% 14.7% 12.8%

9.9% 10% 9.2%
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　イ　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（３年４月１日現在）

　ウ　昇給への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

　 標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

(４)　職員の手当の状況
　 　ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算　　５～15％ 　・役職加算　　５～20％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　15～25％ 　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

―１人当たり平均支給額（２年度）

0.90

活用している昇給区分

○ ○ ○

一般職員

○

昇給実績が
ある区分

2.55

○

１人当たり平均支給額（２年度）

1.90

令和３年４月２日から令和４年４月１日までにおける運用

1.45

2.551.90 2.55

1.45

松前町

管理職員

1,571

0.90

昇給可能
な区分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,517

国

1.90

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.90

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

愛媛県

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45

○

0
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国10級
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国家公務員（R3)

昇 給

国９級

国８級

国・町７級

国・町６級
国・町５級

国・町４級

国・町３級

国・町２級

国・町１級
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【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

　 標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

　イ　退職手当（３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２年度に退職した職員に支給された平均額である。

　ウ　特殊勤務手当（３年４月１日現在）

千円

　円

　％

　エ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

14,250千円

千円
(死体処理)
日額　3,000円
(傷病者の救急等)

47.709

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

54

千円

10,413

17

3.6

12

83

0

日額　　700円

千円

支給実績（２年度決算）

日額　　500円

左記職員に対する支給単価

47.709

行旅病死人処理手当
行旅病人の救急、行旅
死人の処理作業

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

動物死体処理手当

主な支給対象業務

20,493千円

野犬取扱手当 野犬の捕獲等に従事した職員

動物の死体の処理作業に従事
した職員

支給実績（元年度決算）

427

日額　　500円

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度）

374

61,476

伝染病防疫手当

手当の名称

4

野犬の捕獲

伝染病患者等の救護、
伝染病菌付着物処理等

支給実績（２年度決算） 54,667

手当の種類（手当数）

伝染病防疫作業に従事した職
員

支給実績（２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

行旅病死人の処理作業に従事
した職員

動物死体の処理 千円

19.6695 19.6695 24.586875

39.7575

支給可能
な成績率

47.709

24.586875

33.27075

47.709

47.709

28.0395

松前町 国

一般職員

○

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

○ ○ ○

管理職員

○

令和２年度中における運用

○

活用している成績率
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　オ　その他の手当（３年４月１日現在）

（５）　特別職の報酬等の状況（３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　給料月額×在職月数×0.46 19,077,120円 任期満了後

　給料月額×在職月数×0.27  8,890,560円 任期満了後

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　 （４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

国の制度
と異なる
内　　容

12,881

単身赴任手当

転勤等により単身で生活することが常
況となった職員　　　　月額30,000円
（配偶者の住居との距離に応じ加算あ
り。）

同 360

174,000

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

国の制度
との異同

町 長

通勤手当

同

内容及び支給単価 平均支給年額

扶養手当

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

住居手当

副 議 長

400,000

同

管理職手当

給

料

　管理職手当を支給される職員が週休
日等に勤務した場合に支給（職責に応
じて6,000円～12,000円/1回の定額。6
時間を越える場合は加算あり。）

管理職員特別
勤務手当

副 町 長

430,000

760,000

退
職
手
当

393同

区 分

920,000

202,000

499,000

（参考）類似団体における最高／最低額

4,839 千円

千円

864,000

686,000 518,500

252,000

千円

18,238

22,401

異

副 町 長

副 町 長

町 長

議 長

3.35

3.35

町 長

290,000議 員

310,000副 議 長

380,000

　　（２年度支給割合）

期
末
手
当

報

酬

議 長

　　（２年度支給割合）

議 員

同

565,500

千円

千円

（２年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名

（２年度決算）

支給実績

千円

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

252

給 料 月 額 等

千円360

102

539

108

千円

千円

千円

千円

千円

308
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(６）公営企業職員の状況

　ア　水道事業

  　　(ア)　職員給与費の状況

　ａ　決算

　（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、３年３月31日現在の人数である。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（3年4月1日現在）

※一般行政職と同様のため省略

　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含む。

425,039

Ａ

松 前 町 38.8

２年度

２年度

区　分

千円

職員数

△ 3,056

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

7.57

　　　　千円 ％　　　　千円

Ａ  

区　分 元年度の総費用に占
総費用

団 体 平 均

基本給

純損益又は

人

Ｂ　

33,183

千円

平均年齢 平均月収額

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円

　　給与費 B/A

6,637

区　　分

1,674

4,155

329,567

502,81645.3 335,096

553,050

　　計　Ｂ

千円

32,182

　　　　千円

支給実績（２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

一人当たり

5 18,531 6,841

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

419

7,811

1,039

支給実績（元年度決算）

職員給与費比率

　　　　Ｂ／Ａ

　実質収支

(参考)市町村平均

8.71

一人当たり給与費

総費用に占める

6,045

千円

％

める職員給与費比率

千円

職員給与費
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　(エ)　その他の手当（３年４月１日現在）

　イ　下水道事業

  　　(ア)　職員給与費の状況

　ａ　決算

　（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、３年３月31日現在の人数である。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（３年４月１日現在）

※一般行政職と同様のため省略

国の制度
と異なる
内　　容

5,953

　　給与費 B/A 一人当たり給与費

千円

31,637 6,327

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

松 前 町 45.4 349,800 527,283

団 体 平 均 43.7 331,372 495,629

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

２年度
人 千円 千円　　　　　千円 千円

5 19,992 2,667 8,978

千円

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当　　計　Ｂ

％

471,446 63,485 34,879 7.40 -

元年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　実質収支 職員給与費比率

２年度
　　　　千円 　　　　千円　　　　千円 ％

区　分
総費用

純損益又は
職員給与費

総費用に占める

通勤手当 千円

管理職手当 千円同

異

122

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

738

千円

同

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

同

国の制度
との異同

住居手当
・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

582

扶養手当

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

1,243 千円

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり

（２年度決算） 平均支給年額

31

（２年度決算）

738 千円

311 千円

291 千円

千円
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　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含む。

　(エ)　その他の手当（３年４月１日現在）

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

324

74 千円通勤手当

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

国の制度
と異なる
内　　容

住居手当

同

千円

千円

千円

管理職手当

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

同 389 千円 389 千円

249

37

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

異 324 千円

支給職員１人当たり

（２年度決算） 平均支給年額

（２年度決算）

支給実績

扶養手当

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

同 996 千円

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） －

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

支給実績（２年度決算） 884

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 221

支給実績（元年度決算） －
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（３年４月１日現在)

※　公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員を除く

（２）休暇

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 始業 終業 休憩時間 週休日

38時間45分 ７時間45分 8時30分 17時15分 12時～13時 土・日曜日

病気休暇
負傷又は疾病のために療養する必
要がある場合

・公務災害、通勤災害の場合は、
必要と認められる期間
・結核性疾患については１年、そ
の他の負傷又は疾病については90
日を超えない範囲で必要と認めら
れる期間

特別休暇

介護休暇
負傷、疾病又は老齢により、２週
間以上にわたり日常生活を営むの
に支障があるものの介護をする場
合

介護時間

要介護者の各々が当該介護を必要
とする一の継続する状態ごとに、
連続する３年の期間内において、
１日につき２時間を超えない範囲
内において必要と認められる時間

無
給
休
暇

種類 休暇の概要、取得要件等 取得可能日数等

（主な休暇）
・産前休暇
　８週間以内に出産する予定の女
性職員が申し出た場合　出産の日
までの申し出た期間
・産後休暇
　出産の日の翌日から８週間
・忌引休暇
　配偶者の場合　７日　など
・結婚休暇
　連続する５日の範囲内
・夏季休暇
　一の年の７月から９月の期間の
連続する３日の範囲内

結婚、出産、交通機関の自己その
他の特別な事情により職員が勤務
しないことが相当である場合

要介護者の各々が当該介護を必要
とする一の継続する状態ごとに、
３回を超えず、かつ、通算して６
月を超えない範囲内

有
給
休
暇

年次有給休暇 法定休暇
１年につき20日(前年からの繰越
の上限が20日のため、最高40日)
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分(令和２年度)

（注）１　地方公務員法に基づく分限処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

（２）懲戒処分(令和２年度)

（注）１　地方公務員法に基づく懲戒処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

５　職員の休業及び服務の状況

（１）年次有給休暇

令和２年中１人当たり取得日数 9.4日 （令和２年１月１日～令和２年12月31日）

消化率

（２）育児休業などの取得状況(令和２年度)

育児休業取得者数

育児短時間勤務者数

部分休業取得者数

育児のための早出遅出勤務取得者数

深夜勤務及び時間外勤務の制限及び

免除請求者数

(単位：人)

(単位：人)

24.30%

降任処分事由 地方公務員法 合計降給休職免職

(単位：人)

0 4

勤務実績が良くない場合
職に必要な適格性を欠く場合

第28条第１項第１号
第28条第１項第３号

0 0 0 0

0 0 0 0

0

心身の故障の場合
第28条第１項第２号
第28条第２項第１号

0 0 4

0

刑事事件に関し、起訴された場合 第28条第２項第２号 0 0 1 0 1

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

第28条第１項第４号

5

区分 男性 女性 合計

合計 0 0 5 0

免職処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職

第29条第１項第１号 0 0 0 0 0

第29条第１項第２号 1 0 0

合計

法令に違反した場合

1

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

第29条第１項第３号 0 0 0 0 0

0
職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合

合計 1 0 0 0 1

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

0

0

0

0

0

0 4 4

0 3 3

0 1 1

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0
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６　職員の研修及び人事評価の状況

（１）研修の状況(令和２年度)

（２）職員の人事評価の状況

　地方公務員法に基づき、定期的に人事評価を行い、賞与及び昇給・昇任・昇格などに

反映しています。

（ア）昇給への反映

※は55歳以上の職員に適用する。

（イ）賞与への反映

(単位：人)

派遣研修

地方自治法講座、女性ワークライフ
サポート講座、住民ニーズ調査、問
題発見・解決能力講座、マネジメン
ト能力講座、政策評価実践講座、タ
イムマネジメント講座、コーチング
講座、文章力基礎講座　ほか

24

愛媛県研修所　等
課題解決創造力・実践力向上講座、
危機管理講座、メンタルヘルス講
座、財務運営実務講座

4

0

1

市町村アカデミー

全国市町村国際文
化研修所

※　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
よる派遣中止

11

区分 参加者数研修実施機関 研修名等

課題研修 松前町役場 新規採用職員研修

12

階層別研修

愛媛県研修所

愛媛県町村会

市町課長研修、市町係長研修、市町
中堅職員研修

新規採用職員研修

愛媛県研修所

成績率
100分の115以
上100分の190
以下

100分の103.5
以上100分の
115未満

100分の92 100分の92未満

昇給幅
８号給

※　２号給
６号給

※　１号給
４号給

※　昇給なし
２号給

※　昇給なし

11

その他 6
障害者職業生活相談員資格認定講
習、クレーム対応講座

勤務成績 極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない 良好でない

昇給なし

勤務成績 特に優秀 優秀 良好 良好でない

Society5.0時代への対応
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の健康保持、疾病予防対策（令和２年度）

　職員の健康保持と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、健康診断、メンタルヘル

ス対策等を実施しています。令和２年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

（２）福利厚生に係る負担状況（令和２年度）

互助会への公費負担の状況（普通会計決算）

（注）職員の福利厚生事業を行うために加入している（一財）愛媛県市町村職員互助会への公費負担額です。

（３）公務災害の状況（令和２年度）

　公務上の災害又は通期による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償基金

愛媛県支部が実施しています。

（４）職員の利益の保護（令和２年度）

　松前町では、地方公務員法第８条第２項に規定されている公平委員会の事務を、地方公務

員法第７条第４項の規定により愛媛県人事委員会へ委託しています。

〔公平委員会の事務〕

〇　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必

　要な措置を執ること。

〇　職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。

〇　職員の苦情を処理すること。

（５）服務規律保持のための取組状況

　地方公務員法では、服務の根本基準として、「全ての職員は、全体の奉仕者として公共の

利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければ

ならない。」と規定しています。

　松前町では、「松前町職員倫理条例」を制定するとともに「松前町職員必携」を策定し、

機会あるごとに注意を喚起し、服務規律保持を図っています。

件数

勤務条件に関する措置の要求等 0

不利益処分に関する審査請求 0

苦情の処理 0

(単位：件)

健康診断 定期健康診断、ストレスチェック、がん検診、人間ドック

メンタルヘルス対策
愛媛県と市町との連携によるメンタルヘルス相談事業への参加、産業医
による健康相談

事業区分 事業の概要

50%

7千円

1,396千円公費負担額

職員1人当たりの公費負担額

公費負担率

認定件数

公務災害 通勤災害

0 0

処理内容
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８　職員の退職管理の状況

令和２年度末に定年退職した松前町職員の再就職状況を公表します。

定年退職者の概要

再就職の内容

5

2

(単位：人)

0

1

0

定年退職者 7
事業所等へ再就職した者

無職の者

合計 5

再就職先 人数

松前町再任用職員

松前町会計年度任用職員

非営利法人職員

営利法人職員

4
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